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Ⅰ-１．連結経営成績
（単位︓百万円）

前第２四半期 当第２四半期
前年同期⽐

⾦ 額 ⽐ 率

営 業 収 益 32,763 35,250 ＋2,487 ＋7.6%

営 業 利 益 1,997 2,289 ＋292 ＋14.7%

経 常 利 益 2,228 2,536 ＋308 ＋13.8%
親会社株主に帰属する
四半期純利益 1,606 1,737 ＋130 ＋8.1%

営 業 収 益

不動産事業で、⼀部賃貸スペースの解約等による減少はあったものの、物流事
業で、輸出⼊航空貨物の取扱増加や海上・航空運賃単価の上昇が寄与したこと
に加えて、中国の現地法⼈を連結対象としたことにより、国際輸送業務が伸⻑
したほか、陸上運送業務で輸配送業務や引越業務、港湾運送業務で船内荷役業
務の貨物取扱量が回復したことにより、前年同期⽐7.6％の増収

営 業 利 益 前年同期⽐14.7％の増益

経 常 利 益 前年同期⽐13.8％の増益
親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益 前年同期⽐ 8.1％の増益
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Ⅰ-２．事業セグメント別営業収益

前第２四半期 当第２四半期
前年同期⽐

⾦ 額 ⽐ 率

物 流 事 業 29,880 32,418 ＋2,538 ＋8.5%

倉庫業務 8,113 8,075 ▲37 ▲0.5%

港湾運送業務 2,996 3,245 ＋249 ＋8.3%

陸上運送業務 15,425 15,807 ＋381 ＋2.5%

国際輸送業務 2,299 4,157 ＋1,857 ＋80.8%

その他の物流業務 1,045 1,131 ＋86 ＋8.3%

不 動 産 事 業 2,968 2,897 ▲70 ▲2.4%

計 32,849 35,316 ＋2,467 ＋7.5%
セグメント間の内部
営業収益⼜は振替⾼ ▲85 ▲65 ＋20 －

連 結 営 業 収 益 32,763 35,250 ＋2,487 ＋7.6%

（単位︓百万円）
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Ⅰ-3．事業セグメント別営業利益

前第２四半期 当第２四半期
前年同期⽐

⾦ 額 ⽐ 率

物 流 事 業 1,326 1,693 ＋367 ＋27.7%

不 動 産 事 業 1,538 1,450 ▲87 ▲5.7%

調 整 額 ▲867 ▲854 ＋13 －

連 結 営 業 利 益 1,997 2,289 ＋292 ＋14.7%

物 流 事 業
取扱い増加に伴う作業費のほか、施設賃借費⽤や価格上昇による燃
料費等の費⽤増があったものの、営業収益の増加で前年同期⽐
27.7％の増益

不 動 産 事 業 営業収益の減少と、賃貸ビルのLED化費⽤等増で、前年同期⽐5.7％
の減益

連 結 営 業 利 益 前年同期⽐ 14.7％の増益

（単位︓百万円）
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Ⅰ-4．連結経営成績(決算のポイント）

前年同期⽐ 営業収益 増減割合 営業利益 増減割合
物流事業 ＋2,538 ＋8.5% ＋367 ＋27.7%
不動産事業 ▲70 ▲2.4% ▲87 ▲5.7%
全体 ＋2,487 ＋7.6% ＋292 ＋14.7%

 物流事業
 輸出⼊航空貨物の取扱増加
 海上・航空運賃単価の上昇が寄与
 中国の現地法⼈を連結対象
 陸上運送業務で⾮鉄⾦属製品等の輸配送業務や引越業務の貨物取扱量が回復
 港湾運送業務で船内荷役業務の貨物取扱量が回復

 不動産事業
 ⼀部賃貸スペースの解約により不動産賃貸収⼊が減少
 空調使⽤料等の不動産付帯収⼊が減少
 賃貸ビルのLED化費⽤等が増加

（単位︓百万円）
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Ⅰ-5．連結財政状態

前期末 当四半期期末 前期末⽐

総 資 産 104,397 104,206 ▲191

負 債 56,145 53,707 ▲2,438

純 資 産 48,251 50,499 ＋2,247

⾃ ⼰ 資 本 ⽐ 率 45.9% 48.2% ＋2.3ﾎﾟｲﾝﾄ

総資産 投資有価証券の時価評価の増加等があったものの、有形・無形固定資産の減
価償却による減少等により、前連結会計年度末に⽐べ１億９千１百万円減少

負 債 借⼊⾦の約定返済が進んだこと等により、前連結会計年度末に⽐べ24億３千
８百万円減少

純資産 配当⾦の⽀払いがあったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上
等により、前連結会計年度末に⽐べ22億４千７百万円増加

（単位︓百万円）
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Ⅰ-6．連結貸借対照表①

前期末 当四半期末 前期末⽐

流動資産 34,210 34,357 ＋146

現⾦及び預⾦ 17,291 16,067 ▲1,223

受取⼿形及び取引先未収⾦ 11,922 13,090 ＋1,167

固定資産 70,146 69,814 ▲331

有形固定資産 51,366 50,301 ▲1,065

建物及び構築物 31,325 30,408 ▲916

無形固定資産 1,353 1,263 ▲89

投資その他の資産 17,426 18,249 ＋823

投資有価証券 15,483 16,278 ＋794

繰延資産 40 34 ▲6

資 産 合 計 104,397 104,206 ▲191

（単位︓百万円）
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Ⅰ-6．連結貸借対照表②

前期末 当四半期末 前期末⽐
流動負債 21,457 15,117 ▲6,340
短期借⼊⾦ 12,013 6,405 ▲5,607
固定負債 34,688 38,589 ＋3,901
⻑期借⼊⾦ 16,527 19,422 ＋2,895
⻑期預り⾦ 4,699 5,527 ＋827

負 債 合 計 56,145 53,707 ▲2,438
株主資本合計 43,906 45,454 ＋1,548
利益剰余⾦ 29,728 31,240 ＋1,512

その他の包括利益累計額 3,999 4,726 ＋727
その他有価証券評価差額⾦ 4,687 5,162 ＋474

⾮⽀配株主持分 345 317 ▲27
純 資 産 合 計 48,251 50,499 ＋2,247
負債純資産合計 104,397 104,206 ▲191

（単位︓百万円）
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Ⅰ-7．連結キャッシュ・フローの状況

前第２四半期 当第２四半期 前年同期⽐
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 3,201 2,209 ▲991

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー ▲2,273 369 ＋2,642

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー ▲5 ▲3,175 ▲3,169

現⾦及び現⾦同等物の
四半期末残⾼ 14,349 18,047 ＋3,697

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

法⼈税等の⽀払いおよび売上債権の増加等があったものの、
税⾦等調整前四半期純利益の計上および減価償却費による資
⾦留保等により22億９百万円の増加

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

固定資産の取得による⽀出等があったものの、定期預⾦の払
戻による収⼊により３億６千９百万円の増加

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の⼀部借り替えを⾏ったものの、⻑期借⼊⾦の約
定返済や配当⾦の⽀払いにより、31億７千５百万円の減少

（単位︓百万円）
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Ⅱ-１．2022年3⽉期の連結業績予想①

前期実績
上半期

(1Q･2Q)
実績

下半期
(3Q･4Q)

予想
当期予想

前期⽐
⾦ 額 ⽐ 率

物 流 事 業 59,535 32,418 29,085 61,500 +1,965 ＋3.3%

不 動 産 事 業 5,991 2,897 2,803 5,700 ▲291 ▲4.9%

セグメント間の内部
営業収益⼜は振替⾼ ▲197 ▲65 ▲135 ▲200 ▲3 －

営 業 収 益 65,328 35,250 31,750 67,000 +1,672 ＋2.6%

物 流 事 業

 千葉県市川市、栃⽊県さくら市の拠点が通期稼働
 新規に輸⼊雑貨の取扱い開始
 航空貨物の取扱増加や運賃⾼騰
 陸上運送業務や港湾運送業務の取扱量回復
 中国の現地法⼈を連結対象

不 動 産 事 業  ⼀部賃貸スペースの解約はあるものの、オフィスビルを中⼼に
稼働は安定的に推移

（単位︓百万円）
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Ⅱ-１．2022年3⽉期の連結業績予想②

前期実績
上半期
(1Q･2Q)
実績

下半期
(3Q･4Q)
予想

当期予想
前期⽐

⾦ 額 ⽐ 率

物 流 事 業 2,525 1,693 1,107 2,800 ＋275 ＋10.9%

不 動 産 事 業 2,981 1,450 1,450 2,900 ▲81 ▲2.7%

調 整 額 ▲1,880 ▲854 ▲846 ▲1,700 ＋180 －

営 業 利 益 3,627 2,289 1,711 4,000 ＋373 ＋10.3%

営 業 利 益 率 5.6% 6.5% 5.4% 6.0% ＋0.4ﾎﾟｲﾝﾄ －

経 常 利 益 3,929 2,536 1,664 4,200 ＋270 ＋6.9%

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,750 1,737 1,063 2,800 ＋49 ＋1.8%

（単位︓百万円）
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Ⅲ．当期の設備投資の状況（資⾦ベース）

当第２四半期
実績 当期⾒込

物流設備建築・改修⼯事他 145 300

オフィスビル関係改修⼯事他 157 240

荷役設備機器等購⼊他 51 160

物流システム開発・改修等 115 500

連結⼦会社 ⾞両購⼊等 107 230

合 計 575 1,430

（単位︓百万円）
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Ⅳ．中期経営計画におけるキャッシュ・フロー

3年間累計
（2022年3⽉期〜2024年3⽉期）

キャッシュ・イン 営業活動によるキャッシュ・フロー 約200億円

キャッシュ・アウト

国内物流ネットワークの拡充 約90億円〜100億円
DX推進・機械化・⾃動化・サステナビリティ 約35億円〜70億円
不動産ポートフォリオの充実 約30億円〜40億円
海外事業への投資 約15億円〜30億円
M&A 約30億円〜60億円
定期的な改修⼯事・設備代替 約50億円
合 計 約250億円〜350億円



15

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
(予想)

年間配当⾦
（円／株） 30.0 32.5 35.0 35.0 37.5 40.0 40.0 45.0 46.0 50.0 52.0 60.0

Ⅴ. 配当の状況

 株主還元について
 今期は前期と⽐較して、1株あたり年間8円の増配を予定
 今後も業績および将来の⾒通しに配慮しながら、安定的な増配に注⼒

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

１株当たり年間配当額の推移

※ 当社は、2017年10月1日を効力発行日として、普通株式5株を1株に併合しております。

グラフおよび表においては、2017年度以前の配当金についても当該株式併合の影響を考慮した金額としております。
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Ⅵ．ＤＸ推進の取組みについて



Sustainability

澁澤倉庫グループ ミッション

●物流を越えた新たな価値創造

●持続可能で豊かな社会の実現

澁澤倉庫グループはコーポレートスローガンを

「永続する使命。」と定めております。

これは、「正しい道理で追求した利益だけが永続し、社会を

豊かにできる」という創業者 渋沢栄一の精神を示すものです。

このようなサステナビリティの考え方を脈々と受け継ぐ私たちは、

物流を越えた新たな価値創造により、持続可能で豊かな社会の

実現を支えることをグループミッション、果たすべき社会的

使命と規定しています。

①地球温暖化の防止

②循環経済への転換

③安全・安心の実現

④イノベーションの活用

⑤人権の尊重

⑥共存共栄の追求

私たちは、この六つの課題を私たちのマテリアリティ（重要課題）

と定め、私たちのみならず社会にとっても持続可能な成長につな

がるこうした課題の解決に事業活動を通じて取り組むことにより、

企業価値を向上させてまいります。

また、私たちは、こうした事業活動が正しい道理に基づき進めら

れる体制を構築し維持してまいります。

私たちは、情報開示と社会との対話を進めることにより、

私たちのサステナビリティ推進を進化させてまいります。

サステナビリティ推進基本方針

持続的成長のための

経営基盤

安全・安心
の実現
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循環経済
への転換

イノベーション
の活用

共存共栄
の追求

人権
の尊重

地球温暖化
の防止

コーポレートスローガン

「永続する使命。」

バリュー・共有する価値観

「正しい道理で追求した利益だけが永続し、

社会を豊かにできる」

Ⅶ. サステナビリティ推進について

Sustainability

当社が物流サービスを提供している商品の流通過程で

発生する廃棄物の回収・活用・循環を推進する取組み、

商品や梱包資材などのリユース、リデュース、リサイ

クルの推進など、サーキュラーエコノミー転換を促進

する物流サービスの提供を通じて、経済と環境の

調和を目指してまいります。

マテリアリティ

物流事業においては、モーダルシフトと、環境対応

車両導入の推進をはかるとともに、倉庫業務、輸送

業務の効率化によりC O２排出削減に努めます。

不動産事業においても施設の省エネルギー化と、

再生エネルギー活用を推進してまいります。

また、気候変動に関するリスクと収益機会が当社

グループの事業活動、経営戦略、財務計画にもたらす

影響について、毎年シナリオ分析を行い、その結果や

目標に対する進捗を検証してまいります。

当社グループの事業においては安全・安心が全ての

基盤となります。安全教育の徹底と、安全品質向上に

資する最新設備の導入等を推進し、当社グループや

パートナー企業の役職員のみならず、社会全体の

安全・安心の実現に取り組んでまいります。

人権の尊重

持続可能で豊かな、誰一人取り残されることのない

社会を実現するうえで、人権の尊重はその根幹をなす

重要課題と認識しております。当社グループに多様な

人材が集い、だれもが活躍できる制度・職場環境を

整備するとともに、人的資本等への投資も推進して

まいります。

共存共栄の追求

当社グループの物流事業、不動産事業は多くのパー

トナー企業との協働で遂行されるものです。事業

活動を通じた社会的課題の解決についても、パート

ナー企業の皆さまと、積極的にコミュニケーションを

はかり、思いを共有して取り組んでまいります。

国内外の拠点においては、地域コミュニティの一員

であることをしっかりと認識し、地域への貢献を果たす

こと、激甚化する自然災害に対し、当社グループの

機能を活用して地域を支援することも、私たちの

責務と考え取り組んでまいります。

イノベーションの活用

The Shibusawa Warehouse "Sustainability" | 1 8

AI、RPA、物流DX等々、各種のイノベーションを積

極的に事業に取り入れるべく、知的財産への投資も含

め、取り組んでまいります。これらのイノベーションに

ついては、トライ＆エラーで活用手法を開発・確

立し、物流事業の深化や、物流を越えた新たなサービ

ス領域の創造に取り組み、持続可能で豊かな社会の

実現に貢献してまいります。

循環経済への転換 安全・安心の実現地球温暖化の防止



Sustainability

マテリアリティ 優先する取組み 事業活動 関連するSDGs

地球温暖化の防止

●物流事業における

温室効果ガスの排出削減

●モーダルシフト・環境対応車両導入の推進

● 陸上運送業務における積載効率、運行効率の向上

● 保管効率、作業効率の向上

●環境配慮型施設へのバリューアップ ● 環境負荷低減に配慮した施設の運営・改修・開発

循環経済への転換
●循環経済（サーキュラーエコノミー）

転換への貢献

●サーキュラーエコノミー転換を促進する物流サービスの推進

●リユース、リデュース、リサイクルの推進

安全･安心の実現

●安全安心な物流事業の運営 ● 労働災害や交通事故等を削減する事業プロセスの構築

●レジリエントな事業運営体制の構築
● 災害発生時における事業継続体制の構築

● 物流施設、オフィスビルの強靭化

イノベーションの活用 ●物流事業の生産性向上と業域の拡大
● AI、RPA等を活用したイノベーションの積極活用、DX推進

● 物流の枠を越えた新たな事業領域の創造

人権の尊重

●ダイバーシティの推進
● 女性の活躍促進

● 多様な人材が活躍できる機会の創出

●労働環境の改善
● 働き方改革の推進

● 人財育成

共存共栄の追求

●パートナーシップ強化による

サプライチェーンの進化
●パートナー企業と一体での安全・品質向上、環境負荷低減の推進

●地域コミュニティ発展への貢献

●災害支援

● 地域コミュニティ活動への貢献

● 災害支援への貢献

マテリアリティ・優先する取組み・事業活動
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Sustainability

（サステナビリティ推進体制）

報告

決議

重要事項の決議、監督

指示・指導

監督、指導

実 行
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管理部門不動産営業部門
物流営業部門

国内外関係会社 営業部・支店・営業所

海外駐在員事務所

報告

報告

報告

オブザーバー

監査役

サステナビリティ推進委員会
（Corporate Sustainability Committee）

委 員 長：取締役社長

副委員長：管理部門管掌役員

サステナビリティ推進室
（Corporate Sustainability Office）

経営執行会議

取締役会



当社は、今後とも投資家様との対話を深め、
企業価値の向上につとめてまいりますので、
よろしくご指導ご鞭撻のほどお願い申し上げます。

なお、本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在
⼊⼿している情報及び合理的と判断する⼀定の前提に基づいており、実際の業
績等は経済情勢、経営環境の変化等により異なる可能性があります。

ＩＲに関するお問合せ先
担当 ︓ 総合企画部
電話 ︓ （03）5646-7263
https://www.shibusawa.co.jp/inquiry/
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2022年３月期
第２四半期決算説明会

補 足 資 料

（業界の状況）

① 普通倉庫21社統計に見る倉庫業界（21社 入庫高）

② 普通倉庫21社統計に見る倉庫業界（21社 月末保管残高）

③ 燃料油価格の推移（軽油店頭現金価格 全国平均）

④ 東京と大阪・名古屋のビジネス地区の平均空室率の比較

⑤ 東京ビジネス地区 平均賃料（坪当たり）の変化

（当社グループの状況）

⑥ 入庫高・出庫高合計 推移表

⑦ 保管残高合計 推移表

⑧ 港湾運送取扱量 推移表

⑨ 輸出入海貨取扱量 推移表

⑩ 航空貨物 輸出屯数 推移表

⑪ 航空貨物 輸入件数 推移表

⑫ 事業セグメント別 営業収益推移表

⑬ 事業セグメント別 営業収益構成比

⑭ 物流事業セグメント別 営業収益推移表



2022年３月期 第２四半期決算説明会 補足資料
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（単位：千トン）

② 普通倉庫21社統計に見る倉庫業界

（21社 月末保管残高）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

国土交通省

「営業普通倉庫21社統計」より
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（単位：千トン）

① 普通倉庫21社統計に見る倉庫業界

（21社 入庫高）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

国土交通省

「営業普通倉庫21社統計」より
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③ 燃料油価格の推移

（軽油店頭現金価格 全国平均）
経済産業省 資源エネルギー庁

石油製品価格調査

「給油所小売価格調査」より
（単位：１リットル／円）
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（単位：％）

④ 東京と大阪・名古屋のビジネス地区の平均空室率の比較

東京 大阪 名古屋

「MIKI OFFICE REPORT TOKYO 2021年10月号」より
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27,000
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（単位：円/坪）

⑤ 東京ビジネス地区 平均賃料（坪当たり）の変化

平均（2,595棟） 新築ビル（18棟） 既存ビル（2,577棟）

「MIKI OFFICE REPORT TOKYO 2021年10月号」より
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2,224 2,045 2,329 2,470 2,585

1,795 2,213

2,615 2,518
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（単位：千トン）
⑥ 入庫高・出庫高合計 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)

1,182 1,101
1,392 1,243 1,377

1,097 1,239

1,298
1,264

2,279 2,341
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（単位：千トン）

⑦ 保管残高合計 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)
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（単位：千トン）
⑧ 港湾運送取扱量 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)

1,432 1,430 1,552
1,323 1,156

1,356 1,490 1,379

1,160

2,789
2,920 2,932

2,483
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（単位：千トン）
⑨ 輸出入海貨取扱量 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)
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1,387 1,521

2,282
2,366

2,662 2,721

3,940

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
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⑩ 航空貨物 輸出屯数 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)

5,174

3,299 3,844
2,267

3,140

4,783

4,030
3,781

2,523

9,957

7,329 7,625

4,790

0
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（単位：件）

⑪ 航空貨物 輸入件数 推移表

上半期(4～9月) 下半期(10～3月)
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⑫【事業セグメント別 営業収益推移表】

物流事業 不動産事業

合計

28,880 29,416
31,185

29,880
32,418

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）

2,850 2,948 2,958 2,968 2,897

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）

31,689 32,308
34,078

32,763
35,250

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）

倉庫業務 24.9%

港湾運送業務 10.0%

陸上運送業務 48.8%

国際輸送業務 12.8%

その他の物流業務 3.5%

物流事業

91.8%
不動産事業

8.2%

⑬【事業セグメント別 営業収益構成比】
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⑭【物流事業セグメント別 営業収益推移表】

倉庫業務 港湾運送業務

陸上運送業務 国際輸送業務

その他の物流業務

6,852 7,131 7,413
8,113 8,075

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位:百万円）

3,212
3,026

3,215
2,996

3,245

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位:百万円）

15,473 15,943
17,252

15,425 15,807

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）

2,271 2,226 2,259 2,299

4,157

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）

1,070 1,089
1,044 1,045

1,131

2017年度

第2四半期

2018年度

第2四半期

2019年度

第2四半期

2020年度

第2四半期

2021年度

第2四半期

営業収益（単位：百万円）
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